
法人様式第 13 号 

行政書士法人合併届出書 

 令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員             印 

 

行政書士法人を合併したので、日本行政書士会連合会会則第53条の８の規定により、

下記のとおり届け出ます。 

記 

 

合併年月日 年     月     日 

存 

続 

法 

人 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 
 

 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

 

消 

滅 

法 

人 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 
 

 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

 

添付書類：登記事項証明書 

１．新設合併の場合の新設法人による届出は、本様式によらず、「行政書士法人成立（合併）届

出書」を使用すること。 

２．合併により消滅する法人の届出は、「行政書士法人退会（合併）届出書」を使用すること。 

３．欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 13 号 次葉 

合併に伴い新たに設置された従たる事務所 

（吸収した法人の事務所及び所属社員等） 

 

従たる事務所の名称 

 

所在地 

〒 

 

電 話 番 号 
 

社員の所属会  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 出資額 

□代  表 

□特定社員  〒   

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

 

使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

 

※ 新たな従たる事務所が２以上ある場合等、欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要

事項を記載すること。 

 


